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再エネによる地域経済効果の評価  
- 産業連鎖分析の日本版モデルの紹介- 
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本研究の目的	

　再生可能エネルギーの普及拡大や分散型の	
エネルギーシステムが、日本の地域の持続可能
な発展にもたらす経済波及効果を、定量的、	
かつ定性的に試算・評価・予測する「地域経済	
付加価値モデル」の構築とそのモデルの詳細	
設計とソフトウェ―ル・プログラミングを目的とす
る。並びに、日本国内と海外の事例研究と現地
調査を通じて、そのモデルの実践的な応用に必
要な地域のガバナンス体制や成功要因を整理す
る上、日本版の地域経済付加価値モデルの検証
を行う。	
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本研究の目的	

①  再生可能エネルギーが地域にもたらす経済効果を	
どう測定・試算・評価・予測できるか？	
	

→　再生可能エネルギーの産業連鎖分析 	（Value	
	Chain	Analysis)をベースにした地域経済付加価値
	モデルの設計とソフトウェアー開発	

②  地域経済付加価値モデルを地域ガバナンスにどう	
活用出来るか？	
	

→　ドイツの100％再エネ・気候地区の事例研究から	
　　得る知見を日本の地域ガバナンス改革や地域に	
　　根付くエネルギー産業創出のための政策提唱	
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Agenda 

•  日本版の地域経済付加価値モデルの紹介	
– 地域経済付加価値の手法	
– 日本版の地域経済付加価値モデルの結果	

•  部門Bのプロジェクト計画（2015年度）	
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ドイツのIÖW研究機関の試算モデル 

• 　再生可能エネルギー産業の経済的活動の4つの段階	
• 　再生可能エネルギーを作る設備や部品の製造　 
　　→　一時的な付加価値創造	
• 　再生可能エネルギープロジェクトの企画・設置　  
　　→　一時的な付加価値創造	
• 　再生可能エネルギー設備の運営・メンテナンス　  
　　→　継続的な付加価値創造	
• 　再生可能エネルギー事業マネージメント　  
　　→　継続的な付加価値創造	

• 　32の再生可能エネルギー類のValue	Chain設計　	

• 　付加価値の計算	
• 　直接的な付加価値	
• 　雇用創出	
• 　炭酸ガス削減	
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IÖWの試算結果 

Source:	Hirschl	/	Aretz	/		Böther	(2010),	p.		14	

ドイツの再生可能エネルギーによる地域経済の付加価値創出合計	
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IÖWの試算結果 

Source:	Hirschl	/	Aretz	/		Böther	(2010),	p.		6	

2009年のドイツの再生可能エネルギーによる地域経済の付加価値試算　－各段階	
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産業バリュー・チェーン	

地域経済付加価値モデル　－　二つの構成要因	

地域経済付加価値	

従業員の可処分所得	

事業者の税引後収益	

地方税収	

+
+

製造段階	

建設・設置段階	

運営・サービス・　
修繕・	

事業マネージメント	

=
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地域経済付加価値モデル　［日本版］ 

①　11の再エネ電源の産業連鎖（バリュー・チェーン）設計 
→ 　代表プロジェクトのCash Flow　（20年間） 
→ 　各段階の費用構造や売上高　（\/kWに標準化） 
→ 　日本版モデルは営業以外に製造段階を含まず　 
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地域経済付加価値モデル　［日本版］ 

円/kW	
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地域経済付加価値モデル［日本版］ 

→ 　法人企業統計の適用 
→ 　前期前の所得 
→ 　税金前の経常利益 
→ 　社会保険料 
→ 　税金（固定資産税、電気事業税、 
　　　　消費税） 

②　バリュー・チェーンの各ステップに創出されている 
　　　税金前の粗所得や経常利益を算出	
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地域経済付加価値モデル［日本版］ 
財務所の企業法人統計の適用	
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地域経済付加価値モデル［日本版］　－　 
1MW太陽光発電の事例 
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地域経済付加価値モデル［日本版］ 
③　地域付加価値の算出	
	

→ 　日本の税金仕組みのモデル化	

→ 　バリュー・チェーンの各ステップで創出される 
　　-　従業員の可処分所得	
　　-　事業者の税引後利益	
　　-　県・市町村の地方税収 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地域経済付加価値モデル［日本版］ 

③　地域付加価値の算出　→　日本の税金モデル	
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地域経済付加価値モデル　 
［日本版］　 

太陽光:	 	<10kW住宅用,	30kW非住宅屋根設置,	
	 	150kW非住宅屋根設置	,	
	 	1MW非住宅屋根設置,2MW	非住宅陸上　	

	
風力:　 	2MW陸上,	20基@2MW陸上　	
	
小水力 :　	85kW,	200kW,	400kW		
	
木質バイオマス:　5MW	未利用木材	
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投資額	 地域経済付加価値	

各再エネ技術の投資額と投資段階の地域付加価値 
（1kW当たり/2014年） 	
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各再エネ技術の地域経済付加価値分配－投資段階 
(2014年）　 
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各再エネ技術の地域経済付加価値－事業運営段階　 
（2014年/\/kW) 

付加価値率	
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各再エネ技術の地域経済付加価値分配－ 
事業運営段階　（2014年） 
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日本版の地域経済付加価値モデルの検証 

日本版	
	

地域経済	
付加価値	
モデル	

個別	
プロジェクト	

→　長野県の1MW 
　　太陽光発電所	

	
個別地域	

→　長野県の飯田市	
→　北海道の下川町	
	

	

日本全国実績	
→　FIT導入後の投資額	
→　FIT導入後の売電額	

ドイツとの比較	
→　地域付加価値率	
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ドイツの地域ガバナンス　－　エネルギー・環境政策を 
策定するマスター・プランの要素	

①  温暖化ガスとエネルギー消費の勘定	
②  省エネ・再エネのポテンシャルの分析	
③  地域経済効果の分析	
④  ステークホルダー分析	
⑤  ロードマップ・行動計画・施策	
⑥  実行・運営組織	
⑦  管理システム・コントローリング体制	
⑧  コミュニケーション戦略	
	

→　自治体の環境・エネルギー政策策定に活用	
→　地域の合意形成やステークホルダー・ 

コミュニケーションに活用	
22	

地域経済付加価値モデルの活用　	
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部門Bのプロジェクト計画（2015年度） 


